
資料３ 

 

幅広く御意見を伺うために 

 

 

小委員会における審議に際しては、国民各界各層からの意見を聴取することが重要

である。このため、次のとおり関係業界・団体からのヒアリングを行うとともに、国

民からの意見募集等の結果を審議材料とする。実施に際しては、今後の制度設計につ

なげていくため、別添１の「キャップ＆トレード方式による国内排出量取引制度の論

点」について、検討の際に必要な視点等を聴取することとする。 

 

 

１．関係業界・団体からのヒアリング  

  第２回小委員会以降、数回に分けて関係業界・団体等からのヒアリングを実施す

ることとする。 
   

 ＜産業界・経済界＞ 

  ・産業部門・エネルギー転換部門に属し、鉄鋼業、化学工業、製紙業、セメント

製造業、電気事業等、温室効果ガス排出量の大きい業界 

  ・業務部門に属し、温室効果ガス排出量の大きい業界 

  ・その他経済団体、企業グループ 
 

 ＜労働界＞ 

  ・労働の領域を代表する団体 
 

 ＜消費生活＞ 

  ・消費生活の領域を代表する団体 
 

 ＜その他＞ 

  ・温室効果ガス排出量の第三者検証を実施する機関 

  ・気候変動問題に知見のあるＮＧＯ 

  ・地方公共団体 

 

２．国民からの意見募集  

  上記ヒアリングと並行して、環境省において、別添２のとおり広く国民各界各層

からの意見募集を行う。 

 

３．地方における国民対話  

 １，２のほか、環境省において、全国数カ所において国民との対話を行うことと

する。（中長期ロードマップ小委員会と連携） 



キャップ＆トレード方式による国内排出量取引制度の論点（全体像）

制度期間
中期目標期間（2013～2020年）を基本。

2050年に向けた長期目標達成経路を検討。

排出枠（キャップ）の総量

費用緩和措置
バンキング、ボローイング、外部クレジットの活用等

国際競争力配慮措置など
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排出枠の設定対象
川上事業者・川下事業者のいずれとするか。

電力の取扱いをどうするか。設備単位・事業所単位・企業単位
の排出量のいずれとするか。

排出枠の設定方法
様々な設定方法をどう組み合わせるか。
無償割当（ベンチマーク、グランドファザリング）
有償割当（オークション）

（別添１）
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・適切な市場基盤
・国と地方との関係
・国内外での排出削減に貢献する
業種・製品についての考え方 等



キャップ＆トレード方式による国内排出量取引制度の論点

エネルギー起源CO2については、化石燃料の流通過程において、川上事業者（化石燃料の生産・輸入、販売）を
対象とするか、川下事業者（化石燃料の消費）を対象とするか。

川下事業者を対象とする場合、電力（発電に伴う排出）を直接排出で捉えるか、間接排出で捉えるか。
間接排出の場合、電力原単位（1kwh当たりのCO2排出量）の低減をいかに担保するか。

※「直接排出」は、発電に伴うCO2排出を、直接排出している電力会社の排出としてカウントすること。
※ 「間接排出」は、発電に伴うCO2排出を、その電力を使うユーザー（個別企業など）に電力消費量に応じて割り当てて
カウントすること。

排出枠の適用単位について、設備単位、事業所単位、企業単位の排出量のいずれとするか。

中期目標の期間（2013～2020年度）を基本とするが、複数期間に分け段階的に実施することも検討してはどうか。
それ以降（～2050年度）については長期目標を踏まえ、そこに至る経路（パス）をできるだけ規定してはどうか。

産業部門、業務部門、運輸部門（一部）を基本とし、技術動向等を踏まえ設定してはどうか。中期目標等に照ら
して進捗状況を点検・管理し、必要に応じた見直しを行ってはどうか。

制度発足当初はCO2（エネルギー起源、非エネルギー起源）を基本としつつ、モニタリング精度等を確保でき
るガスについては順次追加してはどうか。

１．対象期間

２．排出枠の総量

３．対象ガス

４．排出枠の設定対象
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 国際競争力やリーケージ（※）への影響に配慮する観点から、どのような措置が必要か。
（※）企業が生産拠点を温室効果ガスの排出規制が緩やかな国に移転し、移転先で生産を行うことで、地球全体としての排出を増加

させること。またはそのおそれ。

 新規参入、閉鎖時の取扱いをどうするか。

 原単位方式についてどのように考えるか。

５．排出枠の設定方法

【無償割当】

・ベンチマーク方式： 業種・製品に係る望ましい排出原単位（生産量当たりのCO2排出量：ベンチマーク）

に基づき、排出枠を設定。＜排出枠＝活動量（過去実績又は予測値）×ベンチマーク＞

・グランドファザリング方式： 過去の（排出）実績に応じて排出枠を設定。

【有償割当】（オークション方式）： 排出枠を競売によって配分。

 排出枠（キャップ）の総量を踏まえ、適用単位ごとに排出枠を設定する方法として以下のものがあるが、これらを
どのように組み合わせるか。

① バンキング（余剰排出枠を次年度以降に繰り越し）

② ボローイング（次年度以降の排出枠を前倒しで使用、又は政府からの借り入れ）

③ 外部クレジット（京都メカニズムクレジット等の海外クレジット、国内削減・吸収努力に伴うクレジット）の活用

④ 国際リンク（他国の制度とリンクし相互に排出枠を流通可能とする）

企業のコストを緩和するために考えられる以下のような措置について、どうするか。

６．費用緩和措置

（１）遵守ルール （遵守期間、不遵守の場合の措置等） （２）排出量のモニタリング・算定・報告・公表、第三者検証

（３）登録簿 （４）適切な市場基盤 （５）国と地方との関係

（６）国内外での排出削減に貢献する業種・製品についての考え方 等

７．その他
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主な論点に関する参考資料

○排出枠の設定対象
○排出枠の設定方法
・無償割当（ベンチマーク方式とグランドファザリング方式）のイメージ
・有償割当のイメージ

○国際競争力配慮措置
○費用緩和措置



排出枠の設定対象

※電力の取扱い（川下事業者を対象とする場合）

化石燃料
採掘・輸送

化石燃料
生産・輸入

販売

発電所

産業・業務等

化石燃料消費

電力直接排出

家庭

電力消費

電力
化
石
燃
料

産業・業務等
電力間接排出

CO2

CO2
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【適用単位】
設備単位、事業所単位、企業単位が考えられる。

直接排出（発電に伴う排出を、直接排出している電力会社の排出としてカウントすること）と

間接排出（発電に伴う排出を、その電力を使うユーザー（個別企業など）に電力消費量に応じて割り当ててカ
ウントすること）が考えられる。

【対象段階】
川上事業者（化石燃料の生産・輸入、販売）と川下事業者（化石燃料の消費）が考えられる。

川上事業者

川下事業者

※この単位で排出枠の交付、遵守の確認等を行うこととなる。

＜化石燃料の流通と対象段階の考え方＞



排出枠の設定方法

排出枠（キャップ）総量を踏まえ、適用単位ごとに排出枠を設定する方法

（割当方法）として、以下のものがある。

割当方法 概要

無償割当

①ベンチマーク方式

業種・製品に係る望ましい排出原単位（生産
量当たりのCO2排出量：ベンチマーク）を設定
し、これに生産量を乗じて排出枠を設定。

※遵守するのはあくまで排出総量であり、いわゆる
「原単位方式」とは異なる。

②グランドファザリン
グ方式

過去の（排出）実績に応じて排出枠を設定。

有償割当 ③オークション方式 排出枠を競売によって配分。
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無償割当（ベンチマーク方式とグランドファザリング方式）のイメージ

A 社 B社

実績排出量 １００トン １００トン

割当量 ９０トン ９０トン

②グランドファザリングの場合の割当量（過去の実績排出量に基づいて配分）

A社 B社

生産量 ５０個 ２５個

望ましい排出原単位 ２トン／個

割当量 １００トン ５０トン

①ベンチマークの場合の割当量（望ましい排出原単位（ベンチマーク）に基づいて配分）

過去の削減努力に差があるA社と
B社に同じ量の排出枠が割り当てられ
る。公平性の観点から問題あり。

※過去の削減努力を何らかの形で評価する
仕組みを検討する必要。

排出原単位：２トン／個
生産量：５０個
実績排出量：１００トン

排出原単位：４トン／個
生産量：２５個
実績排出量：１００トン

A社 B社

※ここで、便宜上、A社、B社が属する業種の望ましい排出原単位（ベンチマーク）について、
業界からのヒアリング等を踏まえ、２トン／個と決定したとする。

過去の削減努力：大 過去の削減努力：小

割当量に過去の削減努力が反映さ

れるため、公平性を高めることができ
る。ただし、対象となる全業種・部門の
ベンチマークを設定することは難しい。
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有償割当のイメージ

C社

今年度は１００トン排出しそうなので排
出枠を１００トン入手しておこう

年度期初

オ
ー
ク
シ
ョ
ン

今年度は５０トン排出しそうなので排
出枠を５０トン入手しておこう

参加

排出枠100トン

参加

排出枠５０トン
D 社

年度期末

C社

D社

排出削減が進んだので、９０トンしか排出
しなかった。１０トン排出枠が余った。

生産が増えたので、６０トンも排出して
しまった。あと１０トン排出枠が必要だ。

排出枠10トン

制度対象者は、自らの経営判断に基づき、必要と見込まれる排出枠を購入（公平性担保）。
過去に削減対策を実施していれば、より尐ない排出枠購入で済む。
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国際競争力配慮措置

 規制の強さが国により異なる場合、企業のコスト負担の程度に差が生ずる。つまり、規制が強化さ
れた国で相対的に製造コストが上昇することとなり、国際競争力に影響が生ずるとの指摘がある。

 また、規制が緩いため排出枠価格の安い海外での生産が拡大、これに伴い排出量が増大し、結
果として地球全体の排出量が増加してしまうとの指摘がある（炭素リーケージ）。

 制度設計の際には、国際競争力や炭素リーケージへの影響に配慮する観点から、必要な措置を
検討してはどうか。

＜配慮の際の着眼点＞
○例えば、以下のような点に着眼してはどうか。
①制度導入によって企業に生ずる新たな費用負担の大きさ
②企業が国際競争にさらされている程度

＜考えられる措置＞
○上記①②をもとに一定の基準を設定し、それに該当する業種・製品につい
ては、排出枠の設定に当たり一定の配慮を検討してはどうか。
○また、将来的に有償割当を導入していくことも考えられるが、当該業種・製
品については引き続き無償割当とすることも検討してはどうか。

※このほか、影響の大きい部門の製品等を輸入する者に対し、当該製品の生産に伴う温室効果ガ
ス排出量に応じた排出枠の提出を求める等の国境調整措置もあり得るか。
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費用緩和措置

 排出枠価格が長期高止まりしたり、大幅に急変動することは、企業にとって望まし
くない。

 一時的にでも制度の運営に支障を来たした場合、排出量取引制度の信頼性を低
下させることにつながる。

 あらかじめ何らかの費用緩和措置を組み込んでおくことによって、制度の安定性
の確保を図ることとしてはどうか。

バンキング 余剰となった排出枠を次年度に繰り越し

ボローイング
排出枠が不足する場合に、将来配分される予定の
排出枠を使用

価格上限（セイフティバルブ）
事前に排出枠価格を設定（設定された価格を支払う
と政府から排出枠を入手可能）

外部クレジットの活用
制度の対象外の排出源で行われた削減量に基づく
クレジットを活用

他国の制度とのリンク 他国の制度とリンクし相互に排出枠の取引
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＜考えられる主な措置＞



（別添２） 

 

「キャップ＆トレード方式による国内排出量取引制度の論点」に対する 

意見の募集について 

 

地球温暖化対策基本法案第 13 条の規定において、国内排出量取引制度の創

設が規定され、法制上の措置について、同法の施行後１年以内を目途として成

案を得ることとされた。今後、基本法案を踏まえ、具体的な制度設計を行って

いく必要があることから、今後の制度設計に資するため、中央環境審議会国内

排出量取引制度小委員会において、制度の在り方について専門的な検討や論点

整理を行うこととしている。 

その際、関係業界・団体からヒアリングを行うほか、国民各界各層からの幅

広い御意見について、検討材料とすることが重要である。 

そこで、制度設計上の論点について、小委員会でのヒアリングと並行して、

広く国民の皆様から御意見を伺うこととし、以下の要領で意見募集を行うこと

とする。 

 

１．意見募集期間 

 平成 22 年４月 26 日（月）～平成 22 年５月 26 日（水） 

 

２．意見提出方法 

 郵送、ＦＡＸ又は電子メール 

 

３．資料の入手方法 

（１）電子政府の総合窓口 e-Gov 

＜http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public＞ 

（２）環境省ホームページのパブリックコメント欄 

＜http://www.env.go.jp/info/iken.html＞ 

 

４．結果の当面の取扱い 

 意見募集期間の終了後、結果を取りまとめ次第、小委員会に報告。 




